
（別紙１）

政策ごとの予算との対応について（総括表）

(所管）　内閣府所管 （組織）　内閣本府等(除く警察庁、宮内庁、公正取引委員会、個人情報保護委員会、カジノ管理委員会、金融庁、消費者庁、こども家庭庁) （単位：千円）

１．公文書管理 2,529,392 2,680,253 150,861 0 0 0

公文書管理の適正な実施 2,529,392 2,680,253 150,861 0 0 0

２．政府広報 7,906,660 7,898,751 △ 7,909 0 0 0

政府広報の戦略的な展開 7,906,660 7,898,751 △ 7,909 0 0 0

３．アイヌ政策 2,002,613 2,002,339 △ 274 0 0 0

アイヌ施策の推進 2,002,613 2,002,339 △ 274 0 0 0

４．経済財政政策 436,875 437,374 499 0 0 0

経済財政に関する施策の推進 436,875 437,374 499 0 0 0

５．地方創生 105,317,176 104,980,677 △ 336,499 0 0 0

地方創生に関する施策の推進 105,317,176 104,980,677 △ 336,499 0 0 0

６．地域経済活性化支援 0 0 0 0 0 0

地域経済活性化に関する施策の推進 0 0 0 0 0 0

７．防災 6,388,004 6,428,282 40,278 0 0 0

防災に関する施策の推進 6,388,004 6,428,282 40,278 0 0 0

８．原子力防災 9,319,000 9,983,000 664,000 11,588,885 11,492,228 △ 96,657 エネルギー対策特別会計

原子力災害対策の推進 9,319,000 9,983,000 664,000 11,588,885 11,492,228 △ 96,657

９．沖縄政策 245,818,969 245,323,882 △ 495,087 0 0 0

沖縄振興に関する施策の推進 245,818,969 245,323,882 △ 495,087 0 0 0

１０．共生社会政策 1,567,208 1,635,184 67,976 0 0 0

高齢社会対策大綱の作成・推進 31,903 31,859 △ 44 0 0 0

障害者基本計画の策定・推進 125,625 126,262 637 0 0 0

交通安全基本計画の作成・推進 78,734 79,492 758 0 0 0

性的指向・ジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増進
に関する基本的な計画の策定・推進

0 51,177 51,177 0 0 0

青年国際交流の推進 1,330,946 1,346,394 15,448 0 0 0

１１．孤独・孤立対策 0 203,368 203,368 0 0 0

孤独・孤立対策に関する施策の推進 0 203,368 203,368 0 0 0

１２．遺棄化学兵器廃棄処理 50,031,553 47,921,650 △ 2,109,903 0 0 0

遺棄化学兵器の廃棄処理の実施 50,031,553 47,921,650 △ 2,109,903 0 0 0

１３．重要土地等調査 532,539 528,532 △ 4,007 0 0 0

重要土地等の調査及び規制等の実施 532,539 528,532 △ 4,007 0 0 0

１４．経済安全保障 2,275,422 591,436 △ 1,683,986 0 0 0

安全保障の確保に関する経済施策の推進 2,275,422 591,436 △ 1,683,986 0 0 0

１５．地方分権改革 0 0 0 0 0 0

地方分権改革に関する施策の推進 0 0 0 0 0 0

政策評価体系
一般会計 特別会計

備考
５年度予算額 ６年度予算額 比較増△減額 ５年度予算額 ６年度予算額 比較増△減額



政策ごとの予算との対応について（総括表）

(所管）　内閣府所管 （組織）　内閣本府等(除く警察庁、宮内庁、公正取引委員会、個人情報保護委員会、カジノ管理委員会、金融庁、消費者庁、こども家庭庁) （単位：千円）

政策評価体系
一般会計 特別会計

備考
５年度予算額 ６年度予算額 比較増△減額 ５年度予算額 ６年度予算額 比較増△減額

１６．男女共同参画 1,505,549 1,436,589 △ 68,960 0 0 0

男女共同参画基本計画の作成・推進 1,505,549 1,436,589 △ 68,960 0 0 0

１７．食品安全 307,071 304,258 △ 2,813 0 0 0

食品健康影響評価に関する施策の推進 307,071 304,258 △ 2,813 0 0 0

１８．公益認定等 39,529 24,765 △ 14,764 0 0 0

公益法人制度改革等の推進 39,529 24,765 △ 14,764 0 0 0

１９．経済社会総合研究 510,902 507,636 △ 3,266 0 0 0

経済社会総合研究の推進 510,902 507,636 △ 3,266 0 0 0

２０．迎賓施設 2,066,003 2,198,581 132,578 0 0 0

迎賓施設の適切な管理・運営 2,066,003 2,198,581 132,578 0 0 0

２１．科学技術・イノベーション政策 55,943,165 56,114,637 171,472 0 0 0

科学技術・イノベーション基本計画の策定・推進 55,943,165 56,114,637 171,472 0 0 0

２２．健康・医療 123,720 116,895 △ 6,825 0 0 0

匿名加工医療情報に関する施策の推進 123,720 116,895 △ 6,825 0 0 0

２３．宇宙政策 19,750,596 19,708,691 △ 41,905 0 0 0

宇宙開発利用に関する施策の推進 19,750,596 19,708,691 △ 41,905 0 0 0

２４．北方対策 1,557,810 1,538,267 △ 19,543 0 0 0

北方領土問題解決促進のための施策の推進 1,557,810 1,538,267 △ 19,543 0 0 0

２５．海洋政策 5,033,357 5,033,674 317 0 0 0

有人国境離島施策の推進 5,033,357 5,033,674 317 0 0 0

２６．国際平和協力 399,800 406,067 6,267 0 0 0

国際平和協力に関する施策の推進 399,800 406,067 6,267 0 0 0

２７．日本学術会議 223,382 230,546 7,164 0 0 0

日本学術会議に関する施策の推進 223,382 230,546 7,164 0 0 0

２８．官民人材交流 45,762 46,117 355 0 0 0

国家公務員の再就職支援及び官民の人材交流の円滑な実施の支援 45,762 46,117 355 0 0 0

521,632,057 518,281,451 △ 3,350,606 11,588,885 11,492,228 △ 96,657

（注） １．政策評価の対象となる予算及び政策評価の対象外の予算で政策に関連付けられるものを掲記している。
２．エネルギー対策特別会計については内閣府所管分のみ掲記している。
３．５年度予算額は、６年度予算額との比較対照のため組替え掲記している。
４．５年度予算額は、当初予算額である。

計



（別紙２）

政策ごとの予算との対応について（個別表）　【一般会計】

(所管）内閣府所管 （組織）　内閣本府等(除く警察庁、宮内庁、公正取引委員会、個人情報保護委員会、カジノ管理委員会、金融庁、消費者庁、こども家庭庁) （単位：千円）

１．公文書管理 2,529,392 2,680,253 150,861

公文書管理の適正な実施 内閣本府 公文書等管理政策費 公文書等管理政策に必要な経費 84,943 107,874 22,931

内閣本府 独立行政法人国立公文書館運営費 独立行政法人国立公文書館運営費交付金に必要な経費 2,444,449 2,572,379 127,930

２．政府広報 7,906,660 7,898,751 △ 7,909

政府広報の戦略的な展開 内閣本府 政府広報費 政府広報の実施等に必要な経費 7,906,660 7,898,751 △ 7,909

３．アイヌ政策 2,002,613 2,002,339 △ 274

アイヌ施策の推進 内閣本府 アイヌ政策推進費 アイヌ政策の推進に必要な経費 2,002,613 2,002,339 △ 274

４．経済財政政策 436,875 437,374 499

経済財政に関する施策の推進 内閣本府 経済財政政策費 経済財政政策の企画立案等に必要な経費 436,875 437,374 499

５．地方創生 105,317,176 104,980,677 △ 336,499

地方創生に関する施策の推進 内閣本府 地方創生支援費 地方創生の支援に必要な経費 1,438,787 1,414,570 △ 24,217

地方創生推進事務局 地方創生推進事務局 地方創生の推進に係る計画認定等に必要な経費 1,874,389 1,762,107 △ 112,282

地方創生推進事務局 総合特区推進調整費 総合特区の推進調整に必要な経費 4,000 4,000 0

地方創生推進事務局 地方創生推進費 地方創生の推進に必要な経費 62,223,000 62,023,000 △ 200,000

地方創生推進事務局 地方創生基盤整備事業推進費 地方創生の推進のための基盤整備事業に必要な経費 39,777,000 39,777,000 0

７．防災 6,388,004 6,428,282 40,278

防災に関する施策の推進 内閣本府 防災政策費 防災基本政策の企画立案等に必要な経費 6,388,004 6,428,282 40,278

８．原子力防災 9,319,000 9,983,000 664,000

原子力災害対策の推進 内閣本府
電源開発促進税財源原子力安全規制対策費
エネルギー対策特別会計へ繰入

電源開発促進税財源の原子力安全規制対策に係るエネルギー
対策特別会計電源開発促進勘定へ繰入れに必要な経費

9,319,000 9,983,000 664,000

比較増△減額政策評価体系 組織 項 事項 ５年度予算額 ６年度予算額



政策ごとの予算との対応について（個別表）　【一般会計】

(所管）内閣府所管 （組織）　内閣本府等(除く警察庁、宮内庁、公正取引委員会、個人情報保護委員会、カジノ管理委員会、金融庁、消費者庁、こども家庭庁) （単位：千円）

比較増△減額政策評価体系 組織 項 事項 ５年度予算額 ６年度予算額

９．沖縄政策 245,818,969 245,323,882 △ 495,087

沖縄振興に関する施策の推進 内閣本府 沖縄政策費 沖縄政策の推進に必要な経費 13,577,313 12,914,934 △ 662,379

内閣本府 沖縄政策費 沖縄産業技術開発の推進に必要な経費 108,779 167,000 58,221

内閣本府 沖縄政策費 沖縄科学技術大学院大学学園に必要な経費 19,582,045 19,582,045 0

内閣本府 沖縄振興交付金事業推進費 沖縄振興交付金事業の推進に必要な経費 75,855,375 76,255,375 400,000

内閣本府 沖縄振興特定事業推進費 沖縄振興特定事業の推進に必要な経費 8,500,000 8,500,000 0

内閣本府 沖縄北部連携促進特別振興事業費 沖縄北部連携促進特別振興事業に必要な経費 4,450,000 4,450,000 0

内閣本府 沖縄振興推進調査費 沖縄振興推進調査に必要な経費 10,000 0 △ 10,000

内閣本府 沖縄教育振興事業費 公立文教施設整備に必要な経費 5,000,136 4,440,000 △ 560,136

内閣本府 沖縄保健衛生諸費 医師歯科医師等の派遣に必要な経費 1,998 1,620 △ 378

内閣本府 沖縄国立大学法人施設整備費 沖縄国立大学法人健康医療拠点整備に必要な経費 14,262,327 14,262,327 0

内閣本府 沖縄開発事業費 海岸事業に必要な経費 70,700 72,400 1,700

内閣本府 沖縄開発事業費 治山事業に必要な経費 356,000 356,000 0

内閣本府 沖縄開発事業費 河川整備事業に必要な経費 2,625,014 2,611,431 △ 13,583

内閣本府 沖縄開発事業費 砂防事業に必要な経費 87,000 72,000 △ 15,000

内閣本府 沖縄開発事業費 地域連携道路事業に必要な経費 7,421,000 5,956,000 △ 1,465,000

内閣本府 沖縄開発事業費 道路更新防災対策事業及び維持管理に必要な経費 7,417,000 7,518,000 101,000

内閣本府 沖縄開発事業費 道路交通円滑化事業に必要な経費 19,991,000 21,130,000 1,139,000

内閣本府 沖縄開発事業費 港湾事業に必要な経費 14,118,525 14,060,657 △ 57,868

内閣本府 沖縄開発事業費 道路環境改善事業に必要な経費 1,603,000 1,604,000 1,000

内閣本府 沖縄開発事業費 道路交通安全対策事業に必要な経費 5,613,000 5,639,000 26,000

内閣本府 沖縄開発事業費
良好で緑豊かな都市空間の形成等のための国営公園事業に必
要な経費

4,490,386 4,484,607 △ 5,779

内閣本府 沖縄開発事業費 水道施設整備に必要な経費 2,800,000 3,360,000 560,000

内閣本府 沖縄開発事業費 廃棄物処理施設整備に必要な経費 1,206,000 1,206,000 0

内閣本府 沖縄開発事業費 農業農村整備事業に必要な経費 12,729,016 12,745,222 16,206

内閣本府 沖縄開発事業費 森林整備事業に必要な経費 289,000 271,000 △ 18,000

内閣本府 沖縄開発事業費 水産基盤整備に必要な経費 4,356,355 4,356,264 △ 91

内閣本府 沖縄開発事業費 社会資本総合整備事業に必要な経費 16,679,000 16,689,000 10,000

内閣本府
沖縄北部連携促進特別振興対策特定開発事
業推進費

沖縄北部連携促進特別振興対策に係る特定開発事業の推進に
必要な経費

2,619,000 2,619,000 0



政策ごとの予算との対応について（個別表）　【一般会計】

(所管）内閣府所管 （組織）　内閣本府等(除く警察庁、宮内庁、公正取引委員会、個人情報保護委員会、カジノ管理委員会、金融庁、消費者庁、こども家庭庁) （単位：千円）

比較増△減額政策評価体系 組織 項 事項 ５年度予算額 ６年度予算額

１０．共生社会政策 1,567,208 1,635,184 67,976

高齢社会対策大綱の作成・推進 内閣本府 共生社会政策費 共生社会政策の企画立案等に必要な経費 31,903 31,859 △ 44

障害者基本計画の策定・推進 内閣本府 共生社会政策費 共生社会政策の企画立案等に必要な経費 125,625 126,262 637

交通安全基本計画の作成・推進 内閣本府 共生社会政策費 共生社会政策の企画立案等に必要な経費 78,734 79,492 758

性的指向・ジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増進
に関する基本的な計画の策定・推進

内閣本府 共生社会政策費 共生社会政策の企画立案等に必要な経費 0 51,177 51,177

青年国際交流の推進 内閣本府 共生社会政策費 共生社会政策の企画立案等に必要な経費 1,330,946 1,346,394 15,448

１１．孤独・孤立対策 0 203,368 203,368

孤独・孤立対策に関する施策の推進 内閣本府 孤独・孤立対策推進費 孤独・孤立対策の推進に必要な経費 0 203,368 203,368

１２．遺棄化学兵器廃棄処理 50,031,553 47,921,650 △ 2,109,903

遺棄化学兵器の廃棄処理の実施 内閣本府 遺棄化学兵器廃棄処理事業費 遺棄化学兵器廃棄処理事業に必要な経費 50,031,553 47,921,650 △ 2,109,903

１３．重要土地等調査 532,539 528,532 △ 4,007

重要土地等の調査及び規制等の実施 内閣本府 重要土地等調査費 重要土地等調査に必要な経費 532,539 528,532 △ 4,007

１４．経済安全保障 2,275,422 591,436 △ 1,683,986

安全保障の確保に関する経済施策の推進 内閣本府 経済安全保障確保推進費 特定重要技術の研究開発の促進等に必要な経費 0 80,148 80,148

内閣本府 経済安全保障確保推進費 経済安全保障の確保の推進に必要な経費 446,681 473,788 27,107

内閣本府 工業所有権事務費特許特別会計へ繰入 工業所有権事務の財源の特許特別会計へ繰入れに必要な経費 1,828,741 37,500 △ 1,791,241

１６．男女共同参画 1,505,549 1,436,589 △ 68,960

男女共同参画基本計画の作成・推進 内閣本府 男女共同参画社会形成促進費 男女共同参画社会の形成の促進に必要な経費 1,505,549 1,436,589 △ 68,960

１７．食品安全 307,071 304,258 △ 2,813

食品健康影響評価に関する施策の推進 内閣本府 食品安全政策費 食品健康影響評価技術の研究に必要な経費 188,630 188,300 △ 330

内閣本府 食品安全政策費 食品安全の確保に必要な経費 118,441 115,958 △ 2,483

１8．公益認定等 39,529 24,765 △ 14,764

公益法人制度改革等の推進 内閣本府 公益法人制度適正運営推進費 公益法人制度の適正な運営の推進に必要な経費 39,529 24,765 △ 14,764

１９．経済社会総合研究 510,902 507,636 △ 3,266

経済社会総合研究の推進 内閣本府 経済社会総合研究所 経済社会活動の研究等に必要な経費 510,902 507,636 △ 3,266

２０．迎賓施設 2,066,003 2,198,581 132,578

迎賓施設の適切な管理・運営 内閣本府 迎賓施設運営費 迎賓施設の運営に必要な経費 2,066,003 2,198,581 132,578



政策ごとの予算との対応について（個別表）　【一般会計】

(所管）内閣府所管 （組織）　内閣本府等(除く警察庁、宮内庁、公正取引委員会、個人情報保護委員会、カジノ管理委員会、金融庁、消費者庁、こども家庭庁) （単位：千円）

比較増△減額政策評価体系 組織 項 事項 ５年度予算額 ６年度予算額

２１．科学技術・イノベーション政策 55,943,165 56,114,637 171,472

科学技術・イノベーション基本計画の策定・推進 科学技術・イノベーション推進事務局 科学技術・イノベーション推進事務局 科学技術・イノベーション政策の推進に必要な経費 287,450 471,810 184,360

科学技術・イノベーション推進事務局 科学技術・イノベーション推進事務局 科学技術・イノベーション政策の企画立案等に必要な経費 155,715 142,827 △ 12,888

科学技術・イノベーション推進事務局 科学技術イノベーション創造推進費 科学技術イノベーション創造の推進に必要な経費 55,500,000 55,500,000 0

２２．健康・医療 123,720 116,895 △ 6,825

匿名加工医療情報に関する施策の推進 健康・医療戦略推進事務局 健康・医療戦略推進事務局 健康・医療戦略の推進等に必要な経費 123,720 116,895 △ 6,825

２３．宇宙政策 19,750,596 19,708,691 △ 41,905

宇宙開発利用に関する施策の推進 宇宙開発戦略推進事務局 宇宙開発戦略推進事務局 宇宙開発利用政策の企画立案等に必要な経費 17,030,596 16,922,982 △ 107,614

宇宙開発戦略推進事務局 宇宙開発戦略推進事務局 宇宙開発利用政策の推進に必要な経費 420,000 685,709 265,709

宇宙開発戦略推進事務局 宇宙開発利用推進費 宇宙開発利用の推進に必要な経費 2,300,000 2,100,000 △ 200,000

２４．北方対策 1,557,810 1,538,267 △ 19,543

北方領土問題解決促進のための施策の推進 北方対策本部 北方対策本部 北方領土問題対策に必要な経費 226,277 194,751 △ 31,526

北方対策本部 独立行政法人北方領土問題対策協会運営費
独立行政法人北方領土問題対策協会運営費交付金に必要な経
費

1,331,533 1,343,516 11,983

２５．海洋政策 5,033,357 5,033,674 317

有人国境離島施策の推進 総合海洋政策推進事務局 有人国境離島政策推進費 有人国境離島政策の推進に必要な経費 5,033,357 5,033,674 317

２６．国際平和協力 399,800 406,067 6,267

国際平和協力に関する施策の推進 国際平和協力本部 国際平和協力本部 国際平和協力業務の実施等に必要な経費 399,800 406,067 6,267

２７．日本学術会議 223,382 230,546 7,164

日本学術会議に関する施策の推進 日本学術会議 日本学術会議 科学に関する重要事項の審議等に必要な経費 223,382 230,546 7,164

２８．官民人材交流 45,762 46,117 355

国家公務員の再就職支援及び官民の人材交流の円滑な実施の支援 官民人材交流センター 官民人材交流センター 官民人材交流センターの運営に必要な経費 45,762 46,117 355

521,632,057 518,281,451 △3,350,606

（注） １．政策評価の対象となる予算及び政策評価の対象外の予算で政策に関連付けられるものを掲記している。
２．５年度予算額は、６年度予算額との比較対照のため組替え掲記している。
３．５年度予算額は、当初予算額である。

計



（別紙３）

政策ごとの予算との対応について（個別表）　【エネルギー対策特別会計】

(所管）　内閣府、文部科学省、経済産業省及び環境省所管 （会計）　エネルギー対策特別会計 （単位：千円）

８．原子力防災 11,588,885 11,492,228 △ 96,657

原子力災害対策の推進 電源開発促進勘定 原子力安全規制対策費 原子力の安全規制対策に必要な経費 10,499,755 10,422,742 △ 77,013

電源開発促進勘定 事務取扱費 原子力の安全規制対策に必要な経費 1,089,130 1,069,486 △ 19,644

11,588,885 11,492,228 △ 96,657

（注） １．政策評価の対象となる予算及び政策評価の対象外の予算で政策に関連付けられるものを掲記している。
２．エネルギー対策特別会計については内閣府所管分のみ掲記している。
３．５年度予算額は、当初予算額である。

比較増△減額

計

政策評価体系 勘定 項 事項 ５年度予算額 ６年度予算額
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